
 関連業務としては、次の３点が考えられる。 

①アクアテラピー（不登校・ひきこもり・精神不安定者への改良治療） 

②海洋環境学習・海洋環境教育（学校・地域・自治体など主催） 

③海洋環境調査（有明海などの環境保全・アセスメント調査） 
 天草地方にはダイビング拠

点が多数あるが、この地域での

ダイビング人口は少なく、ライ

センス認定機関も限られてい

る。 

 経営者を始め社員にレジャ

ーとしてダイビングを行う者

が多く、特に社長と事業責任者

はインストラクターの資格を

有している。現在、別事業を行

っている子会社において、ダイ

ビングの技術研修や関連用品

の販売に関するフランチャイ

ズ展開を行っている企業との

フランチャイズ権の取得等に

ついて具体的に検討している。
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○ 事業化計画をしているダイビングを中心としたマリンスポーツ以外の関

連業務について

○ 顧客開拓戦略として、不登校教育や環境教育の一環としてのダイビングの

活用について  

 不登校教育や環境教育へのダイビングやマリンスポーツの活用について

先進地の事例の調査を行うことが必要である。また、熊本県内や周辺地域で

の不登校教育や環境教育の現状、実施団体などの調査をインターネットやＮ

ＰＯ団体に対して行うことによりダイビング及びマリンスポーツの活用の

可能性についての研究が望まれる 

今年４月にダイビングショップを開始している。ショップでの実績を積ん

だ後に、不登校教育の分野等への進出を検討することとしている。 

○ ダイビング人口が限定されている中、先発同業者との差別化を図った顧

客開拓について

事業の基本は趣味としてダイビングに取り組みたい顧客をいかに開拓す

るかであり、新規参入のためパブリシティや新聞広告など初期の募集促進計

画が最も重要なポイントとなる。 

差別化のポイントは、関連業務として揚げたアクアテラピー、海洋環境学

習・海洋環境教育、海洋環境調査等があげられる。 

 また、具体的な依頼者、発注者、顧客は精神科の病院、環境教育関連・不

登校関連のＮＰＯや行政等、環境調査会社・建設環境コンサルタントや行政

等となる。 

事業の課題及びアドバイザーの助言 

事業計画の内容 

その後の取り組み状況 


